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論文内容要約 
１．序論 
従来の安全工学における原子力安全の考え方は、発生した事象に対する原因究明による再発防止と未然防止を
中心にしており、現実的な状況を考慮した場合その見直しが必要とされている。原子力安全における中心的な考
え方に深層防護という概念があるが、深層防護の根底の考え方には安全のためには何層もの防護手段を施すこと
である。現実的にはそれぞれの階層の防護手段は完璧ではあり得ないので望ましくない事象は起こりえる。この
ような前提に立った場合、再処理工場のシビアアクシデントマネジメントは必要であり、そのための訓練も必要
である。このような観点から、起こりうる事象の潜在リスクの定量的な評価が重要な役割を果たす。リスクは被
害の大きさと頻度の積として定義されるが、従来の安全工学では事象が発生した場合、事象進行を安全な状態に
管理できることを前提としている。ここで重要になるのは発生する可能性のある事象を予想し、監視・管理を実
施し、安全な状態に維持することである。再処理工場の状態監視においては、従来回転機器の診断技術の対応策
が検討され実施している。しかしながら、通常運転時の保全活動には、より高いレベルの保全方式を実現する必
要がある。これを実現する具体的な方策の一つとして、日常業務における運転や保全業務における事象の未然防
止の活動としてRCM（Reliability-Centered-Maintenance）を実施が検討されている。RCMにおいては事象発
生後の事後保全に加えて、状態監視などによる予防保全の考え方が必要である。予防保全の状態監視では、モニ
タリングにおいて何を監視すべきか、長期的な事象の推移や脅威にどのように対処するかいう点が重要になる。
さらに、何か起こるたびに学習することも必要である。何を監視すべきか事前に準備し、これが継続したときに
何が起こるかことを想定して対応を検討することが重要になる。 
以上の議論を踏まえて再処理工場では、通常時に発生した事象の技術情報の有効活用するための技術情報のデ
ータベースが必要となる。本研究では、再処理工場において効率的なRCMを実現するために、発生事象のデー
タベースから技術情報を効率的に検索しリスク評価を行うという一連のシステムと、独自の JNFL－RCM
（FMEA（Failure Mode and Effect Analysis）/ FTA(Free Trade Agreement)）を実施するためのシステムを構
築することを目的とした。 
本研究では、以下の内容により構成される。 
(1)事象管理システムの開発 
(2)事象管理システムから技術情報を検索するシステムの構築 
(3)技術情報に基づくリスク評価システムの構築 
(4)RCM－FMEA/FTA実施による保全方式の検討への適用検討 
 
２．事象管理システムの構築 
本章では再処理工場の安全・安定操業において重要な役割を果たす、各発生部門で発生した事象を一元管理す
るためのデータベースのシステム開発について述べた。開発手法としては、本研究独自にユーザ参加型によるウ
ォーターホールとアジャイルを組み合わせて複合型のシステム開発を実施した。さらにデータ登録画面の設計に
関しては、ユーザのPC操作におけるビデオ撮影および発話解析を行い、それにPC履歴操作を組み合わせた評
価を実施した。事象管理システムの開発では、データベースにおける事象を一元的に管理するために問題点を抽
出して解決策を検討した。ユーザ参加からの意見を取り入れることで効率的なシステム開発が実現した。本研究
で独自に採用した手法は、従来のウォーターホール型開発とアジャイル型開発の双方を取り入れた複合型開発モ
デルであり、ユーザ要求に従って優先度の高い機能から順に要件定義や設計を実現した。システム要件に誤りが
ないかをユーザと相互に確認し、開発途中でのユーザ要求の変化を柔軟に取り入れる方法により開発プロセスの
効率化を図った。従来のユーザインターフェース設計における問題点を解決する手法として新たなユーザインタ
ーフェース評価手法を提案した。また、ユーザインターフェース設計では、開発前の仕様検討段階でユーザのニ
ーズを取り入れてプロトタイプを開発した。これによりユーザインターフェース設計は、ユーザの意見を柔軟に
取り入れたソフト開発が実現した。ユーザインターフェース評価では、アンケートによる主観情報と PC操作履
歴、発話分析を補完的に用いて評価を行うことで効率的なインターフェース改良が実現出来、本提案手法は十分
に有効であるとの結果を得た。 
 
３．事象検索システムの構築 
事象検索システムに登録された技術情報を効率的に抽出し、必要な情報を分類するために事象検索システムの
構築を行った。情報の登録者や分類する分析者が複数で実施する場合、実務経験などが異なると分類にバラツキ
が生じる可能性がある。本研究では登録された文書内のキーワードの出現頻度を統計的に処理するテキストマイ
ニング手法を活用する検索システムを構築した。従来のデータベースでは、膨大な過去事象から故障データを抽
出・分類を行うには、分析者の労力が大きいことから、事象検索の効率化を目的に事象検索システムを構築した。
テキストマイニング手法による事象検索システムを構築することにより、キーワード抽出、分類、統計処理結果
のカテゴリ可視化作業の作業効率の向上が図られた。再処理工場の主要な建屋(建屋数：15)の換気設備の故障デ
ータの抽出においては、事象の技術文書内のキーワードの出現頻度を統計的に処理するテキストマイニング技術
を活用して効率的にデータの抽出、必要な情報の分類が実現できた。 
分析者が類似事象の発生傾向を把握するための支援に関しては、例として前処理建屋のせん断機前処理建屋に
おける油漏れ事象を取り上げ、この事象のもつ重大性やリスクの評価が適切に行えることを示し、さらに過去の
遡って考えた場合、情報共有や伝達を行っていれば事故の未然防止ができた可能性あることを示した。従来のデ
ータベースの事象検索と比較して、事象検索システムの構築により作業効率の大幅な向上が図れた。 
 
４．保全支援活動におけるリスク評価システムの構築 
リスク評価では、重要な機器および操作・作業を選定し、故障モード、または、エラーモードを想定・抽出し、
リスク（発生頻度×影響度）などから対策を検討し、予防保全・事後保全の保全方式においてRCM手法の適用
の検討を行う。本章では、開発したシステムを用いて、再処理工場における過去事象から効率的に技術情報を検
索し、統計処理行い、「再処理工場の換気設備のRCM」に対して適用検討を行い、本研究成果の適用性を検証し
た結果について述べている。再処理工場では、アクティブ試験において重大なトラブル事象：「再処理工場前処理
建屋における油漏れについて【公開版】」（HP公表事象）が発生している。この事象は、事象発生後、原因究明、
対策実施の試運転再開までの停止期間による社会的、経済的な影響が大きい事象であった。本研究ではもしも事
象発生前に体系的なリスク評価が事前に実施され、必要な保全方式の検討がされていたならば、この事象を未然
に防止できた可能性あったかという点に着目し分析を行った。前処理建屋のせん断機の油圧制御ユニットにおけ
る RCM の適用検討を行い、事象の発生防止のために故障診断技術や定期検査などの保全方式の検討を行い、
RCMの運用管理を確立するために実施手順を一般化してマニュアルにまとめた。 
保全支援活動におけるリスク評価システムの構築において、リスク評価の必要性およびRCM手法の適用の検
討を実施した。従来の定期点検を基本にした保全方式は、設備・機器の事象による一般公衆への確率論的安全評
価（PSA）手法等をベースに決定した安全重要度に基づき、保全周期、状態監視保全、事後保全等から最も適切
な保全方式を選定していた。本研究における再処理工場におけるRCM手法の適用の試みとして、リスク評価対
象は換気設備および油圧制御ユニットに対して保全方式、保全周期の検討をFMEA/FTA解析ツールを使用して
行った。さらに評価パラメータにおいて再処理工場の機器、設備の故障率データの整備方針を検討した。 
結果として、RCM手法を適用した保全方式の定量的な検討が可能であることを示した。今後は、RCM手法に
転換し、アベイラビリティ（稼働率）の向上、安全性の確保、保全コストの低減することを目指す必要がある。
ただし、運転や保全活動の実態をベースにRCM-FMEA解析を行うためには機器故障率データを充実させ、その
結果を保全支援計画に反映する必要がある。現在、アクティブ試験段階で常時運転している系統設備および機器
の運転実績が不十分であることから、故障率を仮定して実施したが、今後、操業開始した後、運転経験を蓄積し
て機器故障率データを蓄積する必要性があり、これらのデータのデータベースを構築し、RCM 手法を効果的に
適用することが必要である。 
５．結論  
本研究の結論としては、再処理工場におけるRCM手法の適用の試みとして、発生事象を登録し、処置および
原因究明ならびに是正・予防処理の対策実施を管理する事象管理システム、登録事象のデータベースから必要な
故障データ等の技術情報を効率的に検索し、統計処理を行う事象検索システムを構築した。さらに保全支援活動
の保全方式の検討において、FMEA/FTA解析ツールを使用したリスク評価システムを構築した。RCM手法を適
用した保全支援活動における保全方式の決定に関しては、再処理工場における実データに対する適用結果に基づ
き、その適用可能性を示すことができた。わが国の様々な一般産業やプラントにおける今後の保全方式の検討に
おいて、本研究で適用したRCM手法を稼働率向上、安全性の確保、保全コストの低減のツールとして有効利用
する方法論の一つとして寄与できることを期待する。  
     
